
子ども・子育て会議（第１２回）協議資料

保育所等再編整備計画の進捗状況の報告について
１．背景 ４．１小学校区１保育所へ向けた再編整備計画分布図

２．保育所等再編整備の進捗状況

◇ 上記の背景を踏まえ、市では次のとおり保育所等の再編整備を推進しています。

． 口

④広田小学校区

③市小学校区

－

－

公立ちどり保育所と私立福良保育園を統合し、新たに「公私連携幼保連携型

認定こども園

　

福良こども園」を、平成３０年４月に開園します。【法人移管】

公立北阿万保育所と私立さゆり幼稚園を統合し、法人運営による新たな

認定こども園の開園を検討する。（時期未定）

　　

【移転・建替を伴う法人移管】

保育サービスの需要が高く、保育面積が不足しているため、入所児童数に応じ

た適正規模の保育環境を整備するための園舎新築工事を実施する。（Ｈ３０年度）
１

また、高度化する保育サービスや子育て支援の充実を図るため、「幼保連携型

認定こども園」として整備を行います。

施設の老朽化が進み、保育ニーズの増加により保育面積が不足しているため、

適正規模の保育環境の整備と、老朽化への対応、学校周辺環境の改善を図る

ための園舎新築移転事業を実施する。（Ｈ３１年度以降）

３．再編整備後の定員・入所児童数と量の見込・確保方策について （※児童数は、平成２９年７月初日現在）
施設名 定員（再編前コ後） 入所児童数 量の見込みと確保方策についての検証及び課題

榎列保育所 １５０（９０十６０）：〉１２０ １３２ 統合により増築したが、定員をやや超過しているため、利用調整を検討する。

阿万保育所 １２０（９０十３０）：）９０ ９５ 未満児の増加により定員をやや超過しているが、提供体制は確保でき
ています。現在、老朽化に伴う大規模改修工事を実施しています。

伊加利こども園 ３１５（１０５×３）：〉４０ ２９ 提供体制の確保ができています。

湊幼稚園 １０５ ４５ ２７ 提供体制の確保ができています。平成２９年度から、利用定員を６０名減員しました。

津井幼稚園 １０５ ４５ ２７ 提供体制の確保ができています。平成２９年度から、利用定員を６０名減員しました。

志知幼稚園 １０５つ４５ ２８ 提供体制の確保ができています。平成２９年度から、利用定員を６０名減員しました。

福良こども園 １４０（９０十５０）： ００ １１５ 来年度は児童数の減少が見込まれ、提供体制は確保できると考えます。
（仮）北阿方こども園 １２０（９０十３０）キ＞９０ ７５ 統合により定員を減員しますが、提供体制は確保できると考えます。

市保育所 １５０ １７５ １６３ 新築によりこども園へ移行し、定員数を増員して提供体制の確保に努めます。

広田保育園 １５０ １５０ １５３ 新築移転によりこども園へ移行し、定員の増員についても検討します。

再編整備後の提供体制についての評価（見込）
広域入所、／ｉ＼規模及び事業所内保育所を除く確保方策は、統廃合に
より施設数や利用定員は減少しましたが、教育・保育を必要とする児童
への提供体制は確保できる見込みです。

５．公私連携幼保連携型認定こども園とは

６．再編整備計画の市上位計画への反映

　　

２０１７年８月８日

福祉部 子育て支援課

Ｌ資料６」
◇

　

子ども・子育て支援事業計画においては、「南あわじ市保育所のあり方検討委員会からの提言」を受け、保育施設の

　

老朽化や施設ごとの利用児童数の隔たりなどの解消に向けて、施設の民営化や統廃合も視野に入れながら、適正

　

規模の保育環境の整備や保育サービスの向上に努め、すべての子どもが利用できる認定こども園への移行について

　

も検討を進めていくこととされています。

◇

　

上記の提言では、施設運営の充実化や効率化を図るための具体策として、「１小学校区に１保育所の設置」を原則

　

とした統廃合の整備計画と、保育サービスの質の向上を図るための民間活力による民営化（民間移管）について検討

　

すると共に、民間移管による市の負担の軽減により生じた財源を、子ども・子育て支援事業の展開に充てることとされ

　

ています。

１小学校区１保育所等

　

整備状況分布図（Ｈ３０４．１現在）

　

実施済み
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◇

　

民営民設でありつつも市町村の関与を明確にしつつ、設置主体に設置のインセンティブが働く新しい運営形態。
◇

　

対象法人は、学校法人又は社会福祉法人に限定。
◇ 市と法人が協定を締結し、提供すべき教育・保育・子育て支援事業の内容について確実に担保。
◇

　

小学校との連携、職員配置、市民や第三者によるチ ソク、市への定期報告についても協定で定め、業務の透明性、

　

客観性を担保。指導監査や違反時の是正勧告、指定取り消しも可能。

◇

　

公有設備の無償又は廉価での貸付け・譲渡その他の協力に関する基本的事項についても協定で定める。

◇ 「南あわじ市まちーひと・しごと創生総合戦略」（平成２８年３月策定）

　

基本目標：「子育てしやすいまち」 施策目標＝「安心して子どもを預けられる環境整備と保育サービスの向上」に位置づけ。
◇「第２次南あわじ市総合計画」（平成２９年６月策定）

　

基本目標：「子育てしやすいまち」 施策目標：「安心して子どもを預けられる環境整備と保育サービスの向上」に位置付け。
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